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シンガポール政府は2014年にスマートネーション構

想を打ち出した。

本構想は、シンガポールが更なる発展を遂げるため

の画期的な構想と捉えている。

本稿では、スマートネーション構想の狙いと秘められ

た可能性について考察したい。

1.  更なる成長を目指して

建国50年の節目を迎え「これからの経済発展をいか

にして実現するのか」という問いに対し、リー・シェンロン

首相は明確な答えを持っている。

それはテクノロジーを活用した新しい国家＝「スマート

ネーション」の構築である。

シンガポールは、これまで世界中の先進企業をシン

ガポールに誘致することに知恵を絞り、産業の集積を図

って、現在の経済発展を成し遂げた。

スマートネーション構想は、誘致によって企業を呼び

込む段階から一歩踏み出した構想だ。

スマートネーションの取組によって整備するデータや

研究成果を世界に開放し、その魅力で世界中の企業が

競って集まる仕組み（＝エコシステム）を作ることを目指

している。

具体的には、世界中の国や都市が5つの領域（①都

市化、②高齢化、③医療、④交通、③エネルギー）で直

面する諸課題について、シンガポールを実験の場（プラ

ットフォーム）として活用し「一緒に解決策を考えません

か」と世界に呼びかけている。（*1）

特　集

スマートネーション構想　～シンガポールのこれからの成長戦 略

アクセンチュア株式会社

金融サービス本部
マネージングディレクター

北畠　英幸	　

2 .  デジタルの世界の進 展

スマートネーション構想の可能性は、デジタルの世界

で生まれた新しいサービスを想像すると分かりやすい。

スマートフォンにより、誰もが世界中のユーザーに向

けてサービスを提供できるようになり、生まれたばかりの

サービスが瞬く間に国境を越え、多くのユーザーを短期

間に獲得できるようになった。

スマートフォンで大きく広がったデジタルの世界では3

つの要素が重要と考える。

それは、

①ユーザーのニーズをとらえ、

②ニーズを満たすために必要なデータを理解し、

③ニーズ（需要）とデータ（供給）をマッチングする

   サービス（アプリケーション）があること

の3つである。（図1）

①ユーザーのニーズ

企業は伝統的に業種の枠組みの中で競争することを

前提としてきた。

業種を超えてビジネスを拡大すると「異業種参入」と

呼ばれるのは、その所以である。

しかし、デジタルの世界では、ユーザーのニーズによ

り、業種とは関係なく競争相手が決まっていく。

例えば、「移動したい」、「食事したい」、「泊まりたい」

といったニーズに沿ってユーザーはサービスを選ぶが、

比較されるサービスは別業種の企業が提供するサービ

スかもしれない。
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③ニーズ（需要）とデータ（供給）のマッチング

ユーザーのニーズ（①）とニーズを充足するデータ

（②）があれば、あとは双方をマッチングする利用シーン

を抑えた人がこの世界を制することができる。

世界中を席巻しているライドシェアサービスのUBER

や、ASEANで人気の高いGrabTaxiは「移動したい」人と

「乗せたい」人を位置情報によりマッチングするサービスだ。

Airbnbも「泊まりたい」人と「泊めたい」人をマッチング

する空き部屋の検索サービスだし、ネットショッピング、

オークションも、「買いたい」人と「売りたい」人をマッチン

グさせることで成り立っている。

スマートフォンによって広がったデジタルの世界はま

だ始まったばかりである。

利用シーンを追求した新しいサービスが出現する度

に、業種の垣根や規制の再考が促され、ユーザーのニー

ズを軸とした新たな競争環境が形成されることだろう。

一部の新興企業が革新的に見えるのは、多くの企業

が業種に縛られて出来る範囲を制約してしまうのに対

し、新興企業は業種にとらわれず、ユーザーのニーズだ

けを追及していることが一つの要因ではないだろうか。

②ニーズを満たすために必要なデータ

Googleによってあらゆる情報がデジタル化されて検索

可能になり、今ではリアルタイムの位置情報さえ誰もが

無料で活用できる時代になった。

位置情報はスマートフォンが登場する前には、世の

中に存在しなかった情報である。

デジタルの世界は、データがなければ何も生まれない。

ただ、新しいデータが整備されれば、そのデータを活

用しようと考える人が世界中に存在する。

デジタル化された情報（＝データ）はイノベーションを

創出するために、何よりも重要な要素といっても過言で

はないだろう。

特 集 :  スマートネーション構想　～シンガポールのこれからの成長戦 略
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3.  スマートネーションの勝 機

スマートネーションは、前述の3つの要素のうち、イノ

ベーションの源泉が「データ」であることに着目した構想

と捉えている。

世界中の企業、行政機関が欲するデータをスマート

ネーションプラットフォームに整備し、可能な限り解放す

ることで、新しいサービスを一緒に作っていこう、というの

が基本的な構想である。

具体的はどういった取組を想定しているのだろうか。

スマートネーションの柱の一つは、あらゆるインフラに

センサーを設置し、リアルタイムで接続してデータを収

集、整備し、分析できるようにすることだ。

既に政府のウェブサイト（http://data.gov.sg/）上では

12,000以上のデータセットが公開されているが、センサー

から収集したデータが整備され、一般に公開されるよう

になれば、その数は一気に増えるであろう。

例えば、町のゴミ箱にセンサーを設置し、溜まり度合

いをデータとして蓄積、分析することができれば、ゴミ収

集ルートや、ゴミ箱の設置場所を最適化する新しいサー

ビスの開発が期待できる。

高齢化が進むHDBにセンサーを設置して一人暮らし

のお年寄りの異常をセンサーで検知し、コミュニティのメ

ンバーがすぐに駆けつけるといったサービスも想定され

ている。

また、病院でリハビリが必要な患者が、腕につけたセ

ンサーによって病院とつながり、自宅でリハビリを行って

も病院から遠隔でモニタリングできるような仕組みも検討

されている。

ドローンの積極的な活用も見込まれている。

建築物の3D画像のデータ化、建築物の検査といった

用途を想定し、ドローンで収集したデータを都市計画に

活用する方針だ。

自動運転（セルフドライブ）技術も大きな研究テーマ

の一つである。少し具体的に説明したい。

シンガポールでは、現在の540万人の人口を600万人

に増やすことも議論されている。

ただ、国土の限られているシンガポールでは、人口

は増やしても車の数は現在の100万台から増やさない方

針だ。

そのため、車の数は増やさず、人々がより効率的に

移動するために、セルフドライブカーの活用に大きな期

待が寄せられている。

例えば、セルフドライブカーで目的地に行き、自分が

車を使わない時間は、駐車場でアイドルさせるのではな

く、他の人のタクシーとして活用される。

移動したい人とセルフドライブカーの空き状況をマッ

チングし、駐車場の車の数を減らすことができれば、全

体の車両の数を大幅に減らすことが期待できる。

既にシンガポールでは、Chinese　GardenとJapanese 

Garden内でドライバーレスバギーが公開され、実際に一

般の人をバギーに乗せた実験を行っている。（*2）

実験の成果をもとに、公道のテスト環境が整備されれ

ば、規制のあり方や、実用化に向けてインフラ側にどん

なセンサーを整備すべきか、といった検討も進むことで

あろう。

コンパクトでインフラの制御が容易なシンガポール

は、セルフドライブを最も早く実用化する国になるかもし

れない。

難易度が高い取組であればあるほど、スマートネー

ションの取組の付加価値は大きい。

全土に張り巡らせるセンサーや、様々な実験で取得

したデータは、シンガポールの成長を牽引するかけがえ

のない知的資産になることだろう。
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4.  シンガポールの 優 位性

前述したいくつかの例は、「スマートシティ」という名の

もとで世界中の様々な都市でプロジェクト化されている。

ただし、スマートシティは誰もが必要性を認めつつも、

多くのチャレンジに直面するケースが多い。

例えば「市」によるスマートシティの推進は、選挙で選

ばれた市長がビジョンを持ち、議会の多数派がそのビジョ

ンを支持し、取組内容に合意して予算を承認することが

必要だ。

そのため、何でもトライするというわけにはいかず、取

組テーマや予算が絞られてしまう可能性がある。

また、短い時間で想定した成果を出すことが難しいこ

ともチャレンジの一つだ。

実証実験に長く時間が必要なケースもあれば、国の

規制がボトルネックになり、国との調整に時間を要するケー

スもある。

プロジェクト期間中に選挙があり、市長や議会勢力が

変わってしまうと、選挙後に同じ体制や予算で推進する

ことが難しくなるケースもあるだろう。

一方、シンガポールは、世界中のスマートシティプロ

ジェクトが抱える多くの課題をクリアできる。

そもそも短期的な視点ではなく、10年後を見据えた

国家の取組であることに加え、リー・シェンロン首相は誰

よりもスマートネーションの重要性を確信している。

実際に、スマートネーションプログラムオフィスはPrime 

Minister’s Officeの直下におき、リー首相自身が直接推

進することを表明している。

必要であれば、規制は柔軟に見直すこともできるであ

ろう。

予算も世界中のどの都市のプロジェクトと比較しても

桁違いだ。

情報通信開発庁（IDA）は2015年度のICT投資に約

2,000億円を充てることを表明している。（*3）

特 集 :  スマートネーション構想　～シンガポールのこれからの成長戦 略

全てがスマートネーション向けではないが、スマート

ネーションはIDAの最優先イニシアティブであり、多額の

予算が配分されることであろう。

また、スタートアップ企業向けには、シンガポールに

進出してすぐにビジネスを始められる環境（BASH: Build 

Amazing Start Ups Here）も整備された。

あらゆる面で支援を惜しまないのがシンガポール流

である。

リー・シェンロン首相はスマートネーションのビジョンを

説明する2014年11月24日のスピーチにて

「Being willing to try new approaches, disrupt existing 

ways of doing things; try, fail fast, learn the lessons, turn 

around quickly; constantly pushing the boundaries, inside 

the Government, outside the Government.」と語ってい

る。（*4）

「やってみなはれ」の精神で、失敗してもよいからどん

どん進めていこう、という力強いメッセージだ。

まだスマートネーションは始まったばかりの取組であ

るが、シンガポールの優位性を踏まえると、世界中のス

マートシティをシンガポールが先導するようになるかもし

れない。

例えば、スマートシティの実現に向けて、どんなテー

マが有効なのか、何をやれば失敗し、どんなプロジェク

トが具体的に成功するのかをシンガポールが発信し、共

有することが期待される。

シンガポールにとっても、スマートネーション構想で実

現した技術、サービス、データ、ノウハウをパッケージ化

し、Intellectual Propertyとして世界中に販売できるように

なるかもしれない。

また、スマートネーションの取組によってイノベーショ

ンが創出される好循環なエコシステムが確立されれば、

スマートネーション自体が、シンガポールの強力な輸出

コンテンツにもなる可能性もあるだろう。



6

5.  A SE ANにいる我々の役 割

日本では、まだまだASEAN諸国を後進国と捉えてい

る方々も多い。

ただ、ASEAN各国の一人当たりGDPを見て、日本の

経済発展の歴史と比較する方法では、これからは実態と

かけ離れた理解になってしまうかもしれない。

なぜなら、デジタルの世界はスマートフォンが国民に

行き届くだけで、先進国、後進国を問わずに同じサービ

スを享受でき、平等にビジネスチャンスが存在するから

だ。

ASEANでは、若年の労働人口が著しく増加すること

が見込まれている。

モバイルに精通した労働人口の増えるASEANと、労

働人口が増えない先進国を比較すると、先進国をはる

かに凌駕するスピードで、ASEANのデジタル化は進展

することであろう。

ASEANの現状と今後の見通しを日本に正しく伝える

のは、現地にいる我々に課された大きな役割だ。

特にデジタルの世界でどんな変革が起き、人々の生

活がどう変わろうとしているのかは、現地にいる人でない

と分からない。

日本から想像したASEANの姿と実態のギャップが大

きくなればなるほど、我々が体感したことをタイムリーに

伝えていく役割がより重要になるだろう。

建国50年という節目にふさわしい新たな構想を実現

していくために、日本企業が貢献できる余地も大きい。

アジアが世界のデジタル化をリードする時代を目指

し、日本政府、日本企業がスマートネーションに積極的

に参画、支援していくことを期待したい。

※本稿に記載の見解は執筆者の個人的見解であり、

シンガポール政府、又は、アクセンチュア株式会社の見

解ではありません。

（*1）   http://www.smartnation-forbes.com/

（*2）   http://www.smartnusav.com/

（*3）  https://www.ida.gov.sg/About-Us/Newsroom/

　　　　　　Media-Releases/2015/Opportunities-Abound-

　  for-Industry-and-Government-to-Collaborate- 

          in-Effort-to-Becoming-a-Smart-Nation

（*4）   http://www.pmo.gov.sg/mediacentre/

執筆者氏名

北畠　英幸（きたばたけ　ひでゆき）

経			歴

1971年生まれ

1993年	青山学院大学	経済学部	経済学科	卒業

1996年	London	School	of	Economics	経済学部	修士課程	修了

同年			アクセンチュア株式会社	入社

2011年よりシンガポールに赴任し、ジャパンデスクを担当

特 集 :  スマートネーション構想　～シンガポールのこれからの成長戦 略
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特　集

建 国 5 0 周 年 の シ ン ガ ポ ー ル 金 融 政 策 を 考 える

THE	BANK	OF	TOKYO-MITSUBISHI 	UFJ, 	LTD
ANALYST

井野　鉄兵

シンガポールドル相場とは

「シンガポールドル相場はどれくらいか」と尋ね

ら れ た 場 合 、 そ の 答 え と し て ど の よ う な 数 字 を 思

い浮かべるだろうか。本稿執筆時点（6月4日15時

前 後 ） で あ れ ば 、 筆 者 の 目 の 前 に あ る 金 融 市 場

情報端末には、たとえば1.3475、92.15、2.7503

などといった数字が並ぶ。それぞれ、対米ドル、

対円、対マレーシアリンギットでのシンガポールド

ル相場である。つまり、どれも間違いではない。で

は、「シンガポールドルは強いか、弱いか」となる

とどうか。おそらくとっさに、業務あるいはプライベー

トでよく換算する通貨に対して強くなったか、弱く

なったかといった実感で答えようとするのではな

いだろうか。対米ドルであればこの一年でだいぶ

弱くなり、対円であれば現在は過去に比べてもの

すごく高くなったという具合に。こちらも双方ともに

間違いではない。実際の値動きをみても、対米ド

ル（第1図、実線）では9％近く弱くなっているし、

対円（第1図、破線）で92円台などというのは史上

最高水準である。各企業あるいは各個人単位で

は、それぞれの需要により、関心がある通貨の組

み合わせがあり、それがその企業なり、個人なり

の外国為替相場のすべてと言ってもよいだろう。

しかし、国という単位で考えるのならば、「シンガ

ポールドル」そのものが強くなっているか、弱くなっ

ているかを把握しなければならない。 

では、シンガポールドルそのものはどのように

推移してきたか。その動向を突き詰めるとすると、

世界中の全通貨に対してシンガポールドルがど

のように動いたかを、それぞれの通貨とのすべて

の取引内容を参照して計算せねばならない。しか

し、外国為替取引というのは、基本的には相対の

取引であり、すべての取引を把握するのは不可能

だ。よって、ある程度の割り切りが必要になる。金

融市場においては、一般的に実効為替相場とい

う指標を用いてある通貨そのものの動向をはかる
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ことがある。実効為替相場とは、主要な貿易相手

国の通貨に対して、当該通貨がどのように変化し

たかを、各相手国との貿易取引割合などに応じて

加重平均したものである。これを「名目実効為替

相場」と呼ぶ。たとえば筆者は、その通貨がその

時点で相対的に高いか、安いかを大まかに把握

する指標としてこの名目実効為替相場を利用して

いる。名目実効為替相場（第2図、実線）でみれ

ば、シンガポールドルは長い期間上昇トレンドとなっ

ている。つまり、シンガポールドルそのものは強く

なっていると答えることができそうだ。なお、名目

実効為替相場から物価上昇による通貨価値の下

落分を控除したものを「実質実効為替相場」という

（第2図、破線）。

シンガポールドルと金融 政 策

シ ン ガ ポ ー ル に お い て は 、 こ の 名 目 実 効 為

替 相 場 が 金 融 政 策 運 営 上 の 誘 導 対 象 と し て 採

用 さ れ て い る 。 説 明 が や や 乱 暴 に な る が 、 金 融

政策とは一般的に、中央銀行がごく短い期間の

金利（政策金利）を上げ下げすることで、市場に

お け る 通 貨 の 流 通 量 を コ ン ト ロ ー ル し 、 そ の 結

果 と し て 通 貨 の 価 値 の 安 定 を 図 る こ と を 言 う 。 こ

れ が 、 中 央 銀 行 が 「 通 貨 の 番 人 」 な ど と 呼 ば れ

る 所 以 で も あ る 。 そ の 国 の 経済における通貨の価

値とは、モノだけでなくサービ ス な ど も 含 む 「 物 価 」

そ の も の で 、 つ ま り 中 央 銀 行 は 物 価 の 安 定 を 目

指 し て 、 金 融 政 策 を 運 営 し て い る こ と に な る 。 シ

ン ガ ポ ー ル で 中 央 銀 行 の 役 割 を 担 う M o n e t a r y 

Author i ty　Singapore（MAS）は、金融政策運営

に際して、政策金利の代わりに対外的な通貨価

値である外国為替相場のおおまかな方向性を決

めることとしている。そのベンチマークに用いられ

るのが名目実効為替相場である。

なぜ、MASは金利の上げ下げではなく、外国

為替相場を金融政策運営に用いるのだろうか。そ

れは、資源を持たない小さな島国であるシンガポー

ルにおいては、ほとんどすべてのモノが外国から

の輸入品で、対外的な通貨価値≒外国為替相場

の安定こそが、物価の安定につながると考えられ

るからだろう。

現 代 に お い て 物 価 の 安 定 と は 、 国 に よ っ て 具

体的な数字は異なるものの、総じて緩やかに物価

が 上 昇 し て い く こ と と 認 識 さ れ て い る 。 中 央 銀 行

の多くは、歴史的に「通貨の番人」としていかに通

貨の価値を守るかということに腐心してきたことか

ら、「物価が上がりすぎること」を心配し、「物価が

下がること」はほとんど念頭にないようだ。MASと

て同じで、その金融政策の理念は「インフレなき

持続可能な経済成長を促進する」である。

シンガポールにおける一般的な物価変動要因

を ご く 簡 単 に 分 解 す る と 、 輸 入 す る 先 の 物 価 変

動、外国為替相場の変動、国内における諸コスト

の変動など、となろう。ほとんどすべてのモノを輸

入に頼るという前提にたつと、「外国為替相場の

変 動 」 は い く つ か あ る 物 価 変 動 要 因 の な か で 相
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応の影響を持つことになる。MASが中央銀行とし

て、シンガポール国内の物価安定を目的として政

策を遂行するのであれば、外国為替相場の過度

な変動を抑制することが効果的であろうし、物価

上昇の加速を防ぐために、あるいは、通貨の番人

として通貨価値を防衛するためにも、シンガポー

ルドルが幾ばくかのペースで強くなるように誘導

することが理に適っていると考えられる。そのベン

チマークを、主要貿易相手国との貿易割合を勘

案した名目実効為替相場としたこともまた、合理

的な選択と言えるのではないか。

金融 政 策の現状

MASは、リーマンショックによる世界経済の混

乱が一服した2010年4月以降、「緩やかかつ、段

階的な通貨高」となるように、名目実効為替相場

を一定のペースと値幅でシンガポールドル高とな

るように誘導してきている。なお、MASは半年に

一度、4月と10月に誘導方針の見直しを実施する

が、算出する名目実効為替相場の水準以外、具

体的な上昇誘導ペースや、許容変動幅について

は明らかにしていない。実際の声明では、「誘導

ペース、変動許容幅、基準値は変更しない」（4月

14日声明文）といった記述のみで、数字は示され

ない。これには外国為替相場を誘導目標とするも

のの、具体的な外国為替相場の水準には言及し

ないという中央銀行の暗黙の了解に倣ったものと

推察される。だが、具体的な数字を伴う金利の上

げ下げや、通貨供給量を目標にすることが金融政

策の常識と考える金融市場参加者にとって、この

スタンスはなかなか理解が難しく、神秘的ですら

ある。

今年に入ると、金融市場でMASの金融政策運

営方針がぶれるのではないかとの思惑が広がっ

た。きっかけは、MASが1月に、4月、10月というサ

イクルを破って、急遽、政策変更の声明を発表し

たことによる。昨年後半以降、原油価格が下落し

たことによって、世界的にインフレ率が低下すると

いう事態となっている。物価上昇圧力が抑制され

たことにより、各地で金融緩和つまり通貨価値を

下落させる余地が生じた。加えて、金融市場にお

いては、米国の金融政策が金利引き上げに向か

うとの思惑から米ドルが上昇。奇しくも、輸入大国

である中国の景気減速によって輸出が伸び悩ん

でいる各国は、輸出競争力向上の観点からも金

融緩和による「通貨安競争」にこぞって参加する

こととなった。

そうしたなかで、シンガポールドルも米ドルなど

に対して下落幅が拡大、名目実効為替相場も変

動 許 容 レ ン ジ （ 推 計 ） の 中 心 を 下 回 る よ う に な っ

た（第3図）。MASは1月28日に、他の中央銀行と

足並みを揃えるように名目実効為替相場の上昇

誘導ペースを緩めることを発表。MASが臨時で金

融政策声明を発表するのは、実に米同時多発テ

ロ発生直後の2001年10月（当時は通常1月、7月

の見直しサイクル）以来の出来事であり、ついに

MASも「通貨安競争」に参画したと解釈する金融

市場参加者が多かったように思われる。1月の緊

急金融政策変更後も対米ドル相場や名目実効為

替相場の下落は続き、一時は変動許容レンジの

下限（あくまで推計）を下回る事態となった。こうな

ると、4月の定例見直しでも、さらに通貨安を許容

する政策変更が実施されるのではないかという思

惑も広がる。急速な外国為替相場変動に対応す

べく、現状年に二回の金融政策見直し頻度を高

めるのではないかといったことを予想する向きもあ

った。しかし、4月14日の声明文では、そうした予

想に反して1月に定められた誘導方針が維持され

ることが発表された。もちろん、年に二回のサイク

ルが変更されることもなかった。その理由は、金融

政 策 変 更 を 実 施 し た 1 月 以 降 の シ ン ガ ポ ー ル 経

済が、その時点でのMAS見通しに沿って推移し

ているという実にシンプルなものだった。 

特 集 :  建国50周年のシンガポール 金融政 策を考える
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繰り返しになるが、MASが金融政策運営で重

視 す る の は 物 価 動 向 で あ っ て 、 外 国 為 替 相 場

そ の も の で は な い 。 1 月 の 金 融 政 策 変 更 時 点 の

物価動向をみると、変動しやすい自動車購入権

（COE）価格など「私的交通」や、賃貸住宅費など

「住居費」を除いた「コア」ベースでも前年比1%台

半ばまで低下していた。当時のMASは、見通しの

下限を2%に設定しており、それを下回る水準が続

いていたことになる。そこでMASは、労働需給の

ひっ迫で賃金上昇は続いているものの、それが一

般的な消費者物価に波及しづらくなっているとの

判断から、インフレ率の見通しを下方修正した（第

1表）。これが1月の名目実効為替相場の上昇誘

導ペース緩和の大義となった。

そ の 後 、 シ ン ガ ポ ー ル 経 済 は 4 月 の 定 例 見 直

しにかけて、MASが「1月に予想した通り」に進捗

する。通産省が金融政策声明と同時に発表した

第1四半期（1月～3月）の実質GDP成長率（速報

値）は前年比+2.1%（後に発表された確報値では

+2.6%）と、MASの見通しである2％～4％の範囲

内 で 推 移 。 イ ン フ レ 率 （ 消 費 者 物 価 指 数 前 年 比

上 昇 率 ） も 直 近 2 月 分 で は コ ア ベ ー ス が 前 年 比

+1.3%となった。よってMASは金融政策を実施し

なかった。つまり、MASとしてはあくまで国内経済

の状況を評価して、金融政策を決定しているので

あって、「通貨安競争」に加わるものではないと金

融市場参加者の思惑をけん制したものとも言えそ

うだ。
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過渡 期を迎えているシンガポールの金融 政 策

本稿執筆時点（6月4日）で発表されている最新

4月分のインフレ率は、ヘッドラインが▲0.5%、コア

ベースは+0 .4%まで低下している。その要因は、

原油価格下落に伴う電気料金の引き下げや、公

共住宅に居住する世帯への共益費補助、医療費

補助の拡大などによる。これらは主に、政府の財

政政策によるもので、インフレ率押し下げ要因とし

ては一時的なものと言える。MASはこうした補助

金の導入を踏まえて、1月時点でインフレ率見通

し を 大きく引き下げ て おり、足もとはおおむね想

定通りの推移と言えるだろう。

シンガポール政府は建国50周年の今年度予算

で、これまでの成長重視の方針から、分配重視の

方針に変更したとの見方がある。各種補助金はそ

の象徴的なものである。現時点では、原油価格の

下 落 と 各 種 補 助 金 が 物 価 を 抑 制 し て い る 。 一 方

で、労働需給がタイトな状況は続いている。賃金

上昇圧力はやや緩んだとはいえ、引き続き年数%

のペースで上昇が続いており、物価上昇圧力は

根強い。その背景には、シンガポール経済の著し

い産業構造の変化があると考えられる。弊行中村

シニアエコノミストの言葉を借りれば、シンガポー

ルは他の先進国同様に「産業構造のサービス化」

が進んでいる。これは、生活水準が向上したこと

により、消費が多様化したこと、つまり「サービス」

への需要が拡大したこと、あるいは供給面では、

単純なモノづくりがコストに見合わなくなったこと

が影響している。

こうなると、物価も同様に「モノ」主体から徐々

に 「 サ ー ビ ス 」 の 比 重 が 高 ま っ て い る は ず だ 。 消

費者物価指数はこのほど算出方法の変更が施さ

れ、たとえば「食品」のウエイトが引き下げられた

一方、「教育」や「ヘルスケア」といった項目のウ

エイトが引き上げられている。これはほとんどすべ

ての「モノ」が輸入品であるからこそ、物価の安定

実現のために対外的な通貨価値の安定を図って

きたのだが、シンガポールドルを強くしたことで、

たとえば、賃金の上昇を抑えられるものでもない。

つまり、これまでの金融政策運営手法そのものも

特 集 :  建国50周年のシンガポール 金融政 策を考える

変化が必要になってきているということかもしれな

い。そもそもMASは中央銀行の「役割を担う」政府

の一機関であり、他国の中央銀行とは立場が異な

る。先に指摘した予算にみられるように建国50周

年を迎え、この国の柱である経済政策が転換期を

迎えているようだ。1981年から始まったMASの金

融政策運営も、経済政策のひとつとして大きな改

革があるかも知れないと考えてしまうのは、変化を

好む金融市場参加者ゆえだろうか。

執筆者氏名

井野　鉄兵　（いの　てっぺい）

経			歴

2003年　国際基督教大学教養学部卒業、株式会社東京三菱銀

行入社。国内営業店、金融市場部等を経て2013年よりアセアン

金融市場部にてグローバルマーケットリサーチアナリスト

趣味は旅行と食事、祭（神輿）と伝統芸能鑑賞
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日本食 材を世界の食卓へ

日本の食文化 「和食」 が一昨年にユネスコ無

形 文 化 遺 産 に 指 定 さ れ る 等 、 世 界 中 か ら 注 目 さ

れています。

日 本 人 女 性 の 平 均 寿 命 は 世 界 N O 1 の 8 6 . 4 0

歳、日本人男性も79 .94歳と世界5位です。寿命

は、その人が普段何を食べているかによって大き

く左右されますが、日本人の長寿の秘訣は、まさ

に 日 本 人 が 普 段 食 べ て い る 和 食 に あ る と い え ま

す。世界中で高齢化が進むいま、日本食材に秘

められた長寿効果に世界から注目が集まっている

のは必然の事でしょう。

こうした中、日本食材の“輸出”強化に向け、様々

な動きが出ています。

日本国内では、少子高齢化が更に加速し、国

内市場の規模が縮小する中、新たな市場の開拓

が急務になっている事、また、TPP（環太平洋戦

略的経済連携協定）も、やがて纏まるという環境

変化も予測される中、今アセアン地域のマーケッ

トに日本の食材を売りこんでいこうと動きが更に高

まってきています。

農 業 版地 方 創生モデルの確 立へ　
　－　にしてつ　の取 組み　－

特に地方都市においては、就農者の高齢化に

よる生産面積の減少や後継者不足等、多くの課

題が指摘されています。

我々にしてつの本社がある福岡界隈の農業も

同様に、生産面積、就農人口ともに落ち込みをみ

特　集

九 州 名 産 品 を 世 界 の 食 卓 へ

NNR	Global 	Logist ics 	 (S) 	PTE	LTD
Managing	Direc tor

小山田　健太

せております。このような課題を解決する為、政府

や県、市町村、JAグループ等では、農業生産効

率の向上や農産物の付加価値を高める6次産業

化、営農者育成などの農業活性化策を進めてい

ます。

こうした背景の中、当社でも「縁線プロジェクト」

を立ち上げ、地域と一緒になって「あまおうプレミ

ムスパークリングワイン」を製造・販売する等、6次

産業化の取組みを行なっています。（写真A)

その取組みを更に推し進める為、当社が持つ

商品企画・販路などのノウハウとJA全農の持つ営

農生産指導ノウハウを組み合わせて、総合的な農

業振興を目指す新会社を設立しました。（写真B）

新会社では、福岡県の農業生産基盤の維持拡

大と就農者の所得向上、農業経営の安定化を目

標に、主に農産物の生産・加工・販売と、農業経

営や生産技術の実践指導に取組んでいます。モ

デル農場を設置し、新規就農者を育成するととも

に、高収益農業モデルの確立や大規模雇用型農

業 モ デ ル の 実 証 に も 挑 戦 し て い ま す 。 モ デ ル 農

場では研修生を受け入れ、農業に関する深い知

識を持つ講師の指導のもとで、今後の福岡の農

業を支える人材を育成。研修後も技術指導や販

路 開 拓 な ど の 支 援 を 行 な う 事 で 、 継 続 的 な 農 業

経営サポートしています。

将来的には、イチゴだけでなく、アスパラや小

松菜、水菜など栽培品種を拡大し、海外への輸

出・販売も積極的に進めていく計画を立てていま

す。
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福岡名産品を福岡空港・博多港 経由で
アジア諸国へ

Made in Fukuokaの名産は、たくさんあります

が、果物で有名なものといえば、イチゴ“あまおう”

を連想される方は多いのではないでしょうか。

あ＝あかい、ま＝まるい、お＝おおきい、う＝う

まいの頭文字をとって、“あまおう”と名づけられて

います。

蛇足ですが、お店に並んでいるイチゴのパック

は2段重ねを想像しますが、このあまおうは大粒で

１段で売られています。その理由には高齢化して

いる農家の方の作業負担を少しでも減らそうと、

大粒を目標に農業試験場で改良されたそうです。

この　あまおうが、香港、タイ、そしてシンガポー

ル等の東南アジア市場へ輸出されています。

福 岡 が 東 南 ア ジ ア 諸 国 か ら 近 い と い う 地 理 的

優位性も福岡県産品が多く輸出されている一つ

の大きな理由と言えるでしょう。

現在、弊社でもリンゴ、メロン、みかん等のフルー

ツを福岡から香港向けに輸出しています。

我が社の輸送における主力扱い製品は依然と

して、電子機器・半導体・自動車パーツ・医療機

器等が大半を占めますが、福岡沿線地区の農業

活性化に向け少しでも支援しようという試みから、

数年前より食料品の輸送に携わっています。

日本から海外へ品物を輸出する場合、エア便

（航空輸送）と船便（海上輸送）がありますが、最

初に試みたのが、海上輸送でした。特に生鮮食

品は何よりも鮮度が命ですので、その輸送方法が

非常に重要となります。地元の大学院からの技術

開発も頂きながら、繊細で傷みやすい果物に対し

①赤外線と紫外線を交互に当てて殺菌、②それ

を超微細な霧「ナノミスト」を発生させたコンテナ

に積み込み、③90－95%の湿度を保ちながら、輸

送するというものでした。後に、通常コンテナを搭

載した船便、そしてエア便でも輸送し、果物の状

態や鮮度、甘みや酸味、食感などを、それぞれ比

べてみましたが、ナノミストコンテナで輸送した場

合の鮮度、味は非常に高い評価をもらっておりま

す。ただ、イチゴに関しては、他の果物に比べ、よ

り高い鮮度が求められる事から、エア便での輸送

が主流となっており、市場調達から消費者へ届く

まで、約2日という短いリードタイムで出荷手配し

ております。航空便の場合、船便と比べ、どうして

も割高になってしまう点が“ネック”となりますが、

当社グループ内で一貫手配できる事から、仲介

者を省き、手数料を削除する事で、少しでも“価

格”を安く消費者へ提供できるよう、社内努力して

います。当初は従業員への社内販売用でスタート

しましたが、今では既存のお客様への販売も開始

し、徐々に取扱い品目も増やしていっています。

ここシンガポールにおいては、まだ実現してお

りませんが、香港同様輸入規制も然程厳しくなく、

関税障壁が少ない上、更に福岡からシンガポー

ルまで直行便がありますので、シュミレーションを

重ね、「鮮度が良いものを、より早く、そして安く」

提供できるよう、早く着手したいと考えています。
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現状の課 題と対応 策

日本産の果物は、“高級果物”として、国内価

格 の 2 － 3 倍 で 現 地 ス ー パ ー で 販 売 さ れ て い ま

す。その多くの対象者が主に富裕層です。

日本のものは、「安全・安心・おいしい」という評

価が浸透していますので、値段が高くても売れて

いる証かもしれません。ただ、今後　日本発の輸

出の拡大を図るには、中所得者層まで対象を広

げる必要があり、「手の届く」商品作りもしていく必

要があるかと思われます。

物流の視点からも、低コストに向け貢献してい

かなければなりませんが、通常貨物と違い、国内

産地でのトラック集荷から航空/船便国際輸送、

そして到着後のトラック配送に至るまで、“鮮度”

を最優先にした、云わば特殊輸送方法を取って

いる分、物流コストも割高になっているのが現状

です。

例えば航空会社を利用して輸送する際、複数

荷主の貨物と纏めて（混載）一緒に運ぶ事で、重

量当たりの単価が安く抑えられます。ロットが大き

くなるとコストが下がるという特性は集荷/配達トラッ

クでも同じ事が言えます。一方、“鮮度”を必要と

する農産物は、どうしても輸出量が限られしかも

品目によっては鮮度維持の条件が異なる為、“混

載しにくい”という特性があります。ここをどう解消

し、混載効率化を高めていくかが物流コスト削減

に向けての一つの課題と言えます。

一 つ の 対 応 策 と し て 、 現 在 、 産 地 単 位 で 個 別

に 海 外 へ 輸 出 され て い る仕 組 み を 変 え る 動 きが

出ています。各産地単位で、それぞれ小ロットで

輸出している形態では、輸送コストが嵩んでしまう

為、今後は産地間で連携し合い、纏めて輸出して

いく事で、混載効率化を図り、物流費の削減を目

指すいうものです。韓国産や中国産の農産物が、

シンガポールを始めとする東南アジア市場に大量

に出回り、日本産農産物が価格競争で苦戦を強

いられている中で、今後中所得層にもターゲット

を当てていく場合は、ブランド農産物だけではな

く、コスト削減によって外国産との価格差を縮め、

商品価格面でも十分競争できる体制作りが求めら

れています。

最後に

農林水産省の発表では、農林水産物・食品の

輸出額を2020年までに1兆円規模へ拡大するとさ

れています。その中でも、「アセアン諸国」への輸

出が中心になるのは間違いありません。

アジア市場において、日本食品/食材は確固た

る地位を確立し、「安全・安心・おいしい」は、今で

は定着化しつつあります。その高い評価は維持し

つつ、今後、より競争力を持って日本産品を世界

の食卓へ広める為には、「地方産地の生産現場

から海外での販促販売まで含めた総合的な輸出

体制」の構築が必要と言われています。我々物流

業者もその役割を担う一員としてサービス輸送面

での更なる改良に努め、その架け橋の一つにな

れればと思う次第です。

特 集 :  九州名産品を世界の食卓へ

執筆者氏名

小山田　健太　（おおやまだ　けんた）

経			歴

1997年　横浜市立大学	商学部	経営学科　卒業

　　　　	　西日本鉄道株式会社　国際物流事業本部　入社

2004年　NNRシドニー駐在事務所　赴任

2014年　NNR	シンガポール　赴任　現職　
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1.  2014 年11月国会における主要立法の
       概 要 

 (ア) 2014年11月国会における主要立法i 

2014年11月に開催された第13期ベトナム国会第8

回会議では、企業の設立・運営の基本法となる投資法ii

および企業法iii、外国人・外資企業の住宅所有を広く

認める規定を含む住宅法iv、外資不動産会社の事業

範囲を拡大する不動産事業法vなど、企業活動に大き

な影響を有する法律が成立した。その他同国会での

重要立法としては、外国人労働者にも強制社会保険

加入義務を、将来的に、新たに課した社会保険法viな

どがある。

(イ) ベトナムの法律制定過程

ベトナムの立法機関は国民の直接選挙による一院

制の国会でありvii、毎年春・秋の2回の定例会が開催さ

れる。政府などの法案提出者が国会に法案を提出し、

通常の場合、第1回目の提出（意見聴取）、第2回目の

提出（修正法案を提出、審議・可決）を経て新しい法

律が成立する。

2 .  法改 正の背景

(ア) 行政簡素化への政府の取組み

ベトナムでは、1986年以降、ドイモイ政策（社会主

義体制下の市場経済導入）を実行する過程におい

て、行政の不効率（手続きの複雑性、明確さの欠如、

縦割り・セクター主義、秘密主義、汚職等）をどのよう

に克服するかが大きな課題とされてきた。行政改革は

2000年代に入って本格化し、「2001－2010年行政改

革マスタープログラム」viiiに引き続いて、現在は「2011

年‐2020年行政改革マスタープログラム」ixが実施され

特　集

ている。同プログラムでは、特に2011年―2015年の期

間に集中的に行政改革を進める分野の筆頭に「投資」

が挙げられているほか、「住宅所有」もここに含まれて

いる。

(イ) 不動産市況へのテコ入れ

ベトナムにおける急速な都市化と経済発展に伴い、

不動産価格は急激な上昇を続けてきたが、不動産バ

ブルとその崩壊を回避するため政府が金融引き締め

を行ったことを契機として、2008年をピークに現在まで

不動産市場の不調が続いているx。特に、投機・高所

得者向けの高額物件の在庫や、不良債権化した不動

産ローンの担保物件などの売却先として、外国人およ

び外資企業による投資への期待が高い。

3.  各改 正法における投 資促 進に向けて
        の改 正 点

 (ア) 投資法

① ベトナム投資法の概要

現行xiのベトナム投資法xiiは、2005年、ベトナムの

WTO加盟（2007年1月）の準備の一環として、1996年

の外国投資法xiiiおよび1998年の国内投資奨励法xivの

2法を統合するために制定され、2006年7月1日から施

行されている（同日上記の2法は失効）。2014年投資

法は、2005年投資法の枠組みを基本的に踏襲し、ベ

トナムにおける経営投資及びベトナムから外国への経

営投資について、投資の保障（第2章）、投資の優遇

措置及び支援（第3章）、ベトナムにおける投資活動（

第4章）、外国への投資活動（第5章）などから構成され

ている。

② 主な改正点

　i. 投資保護の強化

外 資 誘 致 の た め の ベト ナム の 改 正 投 資 法・企 業 法・不 動 産 事 業 法・住 宅 法

TMI	Associates	Hanoi 	Of f ice	［小幡］	
TMI	Associates	Ho	Chi 	Minh	Cit y	Of f ice	［小林］

Attorney-at- law, 	Japan, 	Registered	Foreign	at torney,	
V ietnam
小幡　葉子 / 小 林　亮
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2014年投資法は、以下のような投資保護強化策xv

を打ち出している。

(a) 国会案件・首相案件または重要インフラ開発

プロジェクトに参加する国家機関・国営企業の契約上

の義務履行に対する政府保証

(b) 投資優遇対象の拡大

(c) 投資登録証明書に優遇措置の内容、根拠、

条件を明記

ii. 外国投資家による企業買収に関する新制度

(a) 2005年投資法：2005年投資法は、外国投資

家によるベトナムへの投資を直接投資（経済組織を設

立する投資、契約に伴う投資、経営開発投資、企業合

併・買収）と間接投資（株式等有価証券購入、投資ファ

ンドを通じた投資等）に区分しxvi、直接投資を行う場合

には、すべて投資法上の投資登録または投資審査手

続により投資証明書の発行を受ける必要があるxvii。現

行法上は、投資証明書の発行については申請書類

の正式受理から投資登録については15日以内、投資

審査については原則として30日以内と規定されている

が、実務上、長期間を要する（少なくとも数か月）場合

が多く、外国直接投資を機動的に行うことを阻害して

いるとして改善を求める声が強かった。

(b) 2014年投資法：既存の企業の買収・合併の

形態による外国投資家のベトナムへの投資に際して

は、投資登録証明書の発行は不要とされたxviii。ただ

し、当該買収等により外国投資家の出資比率が５１

％以上となる場合、または、対象会社が投資法上の

条件付投資分野に属する事業を営んでいる場合に

は、2014年投資法で新設された企業買収登録xixを行

うことが必要となった。

iii. 投資に関する手続の簡素化・明確化

(a) 2005年投資法：投資登録手続（投資額3000

億ドン以下、かつ、条件付投資分野以外への投資で

あることなどが要件）と投資審査手続（投資登録手続

が適用されない場合）に区分され、それぞれについて

申請添付書類が規定されているが具体的な特定が不

足していたxx。また、対象となる投資行為の範囲が明

確ではなかった。

(b) 2014年投資法：投資登録証明書発給手続が

不要な場合について、内国投資家の投資プロジェクト

および外国投資家の既存企業への出資・買収につい

て不要であると明記されたほか、現地法人・ＪＶおよび

これら外資企業がベトナム国内で投資した企業（いわ

ば外資第2世代以降）が行う投資について、どの範囲

で投資登録証明書発給手続きが必要かについての規

定が置かれたxxi。また、2005年投資法の投資登録手

続・投資審査手続が投資登録証明書発給手続に統合

され、手続期間が申請書類の正式受理から15営業日

以内に短縮された。

③ 投資家の負担増大につながる変更点

i. 法令の不利益変更と投資家の利益保護

2005年投資法は、法令・政策の変更により、その発

効日前に付与された投資家の「合法的な利益」に悪影

響が及ぶ場合には、投資証明書に記載された優遇を

引き続き保障されるか、これに代わる保護を受けられ

ると規定しているxxii。これに対して、2014年投資法は、

新しい法令により投資家が従前受けていた「投資優遇

措置より不利な投資優遇措置を規定する場合」につい

ての規定xxiiiに変更されており、現行法よりも保障の対

象が狭くなるという趣旨ではないかとの指摘がされて

いる。

ii. 土地を利用する投資案件における保証金制

度の新設

2014年投資法は、プロジェクト実施のために土地の

割当・賃貸・使用目的変更を受けた場合、１－３％の

保証金を預託するとの新制度を設けた 。xxiv

(イ) 企業法

① ベトナム企業法の概要

現行の企業法xxvは、2005年投資法と同様に、WTO

加盟に先立ち、それまで国内の民間企業、国営企

業、外資企業のそれぞれに別個の法律が適用されて

いた状況xxviを改め、企業に関する統一された法律とし

て制定されたものである。

企業形態としては、2005年企業法・2014年企業法と

もに、有限会社、株式会社、合名会社、私人企業があ

るxxvii。国営企業xxviiiは、2005年企業法の下で、株式会

社または一人有限会社に移行した。

② 主な改正点

i. 定款所定の事業範囲による制限の廃止

(a) 2005年企業法：定款および営業登録証明書

に、企業の事業範囲が記載され、その範囲内でのみ

事業を営むことが認められている（いわゆるUltra Vires

特 集 :  外資誘致のためのベトナムの改 正投 資 法・企業法・不動産事業法・住宅法
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トナムにおける社債の発行が進むことが期待されてい

る。

iv. その他の改正

(a) 法定代表者の人数の増加 

① 2005年企業法：会社を対外的に代表する包

括的権限を有する法定代表者は、1人のみ置くべき

ものとされ、複数代表は認められていないxxxix。このた

め、企業が多数の拠点を持つ場合や、海外に事業展

開している場合などには、複数代表を選択して欲しい

との要望があった。

② 2014年企業法：有限会社・株式会社とも複数

の法定代表者を置くことができ、そのうち少なくとも一

人はベトナムに居住することを要する 。xl

(b) 企業印鑑に関する新制度

① 2005年企業法：ベトナムには公印・私印を含

む包括的な印鑑登録制度があり、企業印鑑もこの制

度の一環として、厳格に管理されている。企業は所轄

の警察署が発行・登録する印鑑のみ使用することがで

き、原則として個数は1個に限られ、必ず本店に保管

するものとされている。xli

② 2014年企業法：企業は、印鑑の内容・形態・

個数および使用・保管方法を自ら決めることができ、ま

た当局における登録は不要とされ、使用前に投資管

理当局に対して企業印鑑の通知を行えば足りることと

なった 。xlii

③ 投資家の負担増大につながる変更点

i. 投資登録証明書・企業登録証明書の2種の

証明書の発行xliii

(a) 2005年企業法：外国投資家がベトナムに新

規に直接投資する場合には、投資法に基づいて投資

証明書が発行されるが、2005年企業法では、投資証

明書は企業法上の営業登録証明書としての効力も有

しており、投資証明書が発行されれば、企業法上の営

業登録証明書は不要であるとされている 。xliv

(b) 2014年企業法：投資法に基づいて投資登録

証明書が発行された場合、さらに企業法上の企業登

録証明書の発行を受けることが必要となったxlv。この新

制度により、実際にどの程度の負担増となるかについ

ては、今後の行政運用を注視する必要がある。

ii. 有限会社における定款資本の払込期間

(a) 2005年企業法：有限会社について、出資者

の法理）xxix。

(b) 2014年企業法：企業の事業範囲は、定款に

記載されるにとどまりxxx、企業登録証明書には記載さ

れないものとされxxxi、現行法の「営業登録証明書に記

載された業種に従って活動すること」との企業の義務

を定める条項が削除された。これにより、定款記載の

事業範囲は、企業の権利能力を制限するものではなく

なったものと解されている。 xxxii

ii. 社員総会・株主総会の多数決の引き下げ

(a) 2005年企業法：有限会社・株式会社とも、通

常多数決は社員総会・株主総会出席者の65％以上、

特別多数決は75％以上と規定され、定款により引き下

げることはできないと解されているxxxiii。ただし、WTO加

盟時のベトナム政府の公約により、サービス分野を事

業範囲とする内・外資合弁企業（製造業を事業範囲に

含む企業を除く）についてのみ、定款に通常多数決を

51％まで引き下げることを含む議決権割合についての

規定を置くことが認められている 。xxxiv

(b) 2014年企業法：有限会社については、法定

の議決権割合は現行法と同じであるが、定款により引

き下げが可能とされたxxxv。株式会社については、通常

多数決が株主総会出席者の51％以上、特別多数決

が65％以上に引き下げられたxxxvi。ただし注意すべき

点として、既存の会社定款に、通常多数決65％・特別

多数決75％以上との規定が置かれている場合、定款

の定める議決権割合が引き続き有効となるため、議決

権割合を引き下げるためには、定款変更が必要であ

る。

iii. 社債発行要件の緩和 

(a) 2005年企業法：現行の規定は、株式会社に

のみ社債の発行を認めている（有限会社は社債発行

できない）が、株式会社が社債を発行するためには、

直近3年間に発行した社債の元利および履行期の到

来した債務を全て弁済することができたこと、および、

直近3年間の税引後平均利潤率が発行予定社債の利

率を上回っていること、の2つの要件を満たす必要が

あったxxxvii。そのため、ベトナムでは社債の利用が低調

であるとの指摘があった。

(b) 2014年企業法：2005年企業法の社債発行要

件のうち、直近3年間の平均利潤率の要件を削除し、

支払能力の要件のみとしたxxxviii。この改正によって、ベ
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が引き受けた定款資本の払込は、会社設立時（営業

証明書発行日）から3年以内に行うことができると規定

されていた。これにより、大規模プロジェクトにおいて

は、事業の進捗状況に合わせて3年の間に随時出資

を行うという機動的な出資が可能であったが、反面、

資金力のないローカル企業が、営業登録証明書の発

行を受けて、現実の出資を行わずに、そのプロジェクト

を他の投資家に売却するといういわば「プロジェクト売

買」が一部で行われるようになり、当局が問題視してい

た。

(b) 2014年企業法：定款資本の払込期間が、企

業登録証明書発行日から90日以内に短縮され、払込

期日までに払込みがなされない場合、現実の出資額

に合わせて定款資本を減縮しなければならないものと

された 。xlvi

(ウ) 不動産事業法

① ベトナム不動産事業法の概要

不動産事業法xlviiは、不動産事業（建物および土地

使用権のデベロップメント、売買、賃貸）、不動産サー

ビス業（仲介、鑑定、取引所、コンサルタント、競売、公

告、管理）について、取引に対する規制および事業者

の資格などについて定める法律である。

② 主な改正点

i. 外資不動産会社の事業範囲の拡張 

(a) 2006年不動産事業法：外資不動産会社の事

業範囲としては、販売・賃貸・割賦販売目的による住

宅・建物の開発への投資、賃貸目的による土地改良・

インフラ投資、不動産サービス業に限定されているxlviii。

建物オーナーから一括で賃借し、テナントへ転貸する

マスターリース事業は認められないものと解されてお

り、外資への解禁が強く要望されていた。

(b) 2014年不動産事業法：住宅・住宅以外の建

物のサブリース目的での賃貸が外資にも認められるこ

とが明記されxlix、外資不動産会社のマスターリース事

業への途が開かれた。

ii. 不動産市場の適正化への取り組み

その他の改正点としては、不動産業を営む会社の

最低資本金の引き上げ（6億ドンから20億ドンへ）、未

完成不動産の販売に関する消費者保護規定、不動産

取引業者の資格の厳格化など、不動産市場の適正化

に向けた改正が行われた。

(エ) 住宅法

① ベトナム住宅法の概要

住宅法lは、住宅所有権、住宅開発（一般の商業住

宅のほか、公務員住宅、土地収用における再定住住

宅）、低所得者向け社会住宅、共同住宅の管理、住宅

取引（売買、賃貸借、抵当など）、外国人の住宅所有、

住宅情報システムなど、極めて広範な分野についての

基本的な制度を定める法律である。本稿では、外国籍

の個人・外国組織の住宅所有の条件緩和に絞って、

改正法の要点を紹介する。

② 主な改正点－外国人・外資企業の住宅所有

i. 外国籍の個人の住宅所有

(a) 取得要件

① 2005年住宅法・19号決議：外国籍の個人のう

ち、ベトナム国内で住宅を所有することができるのは、

賃貸住宅開発プロジェクトへの投資li以外は、一定の

要件を満たす定住者（ベトナムへの投資家・投資企業

の役員、ベトナム人の配偶者、国家功労者など）に限

定されている 。lii

② 2014年住宅法：ベトナムに入国を許可された

外国人は全てベトナムでの住宅所有が認められること

となった 。liii

(b) 取得できる住宅数

① 2005年住宅法・19号決議：外国人個人は集

合住宅内の住居を１戸のみ所有することが認められ

た。

② 2014年住宅法：一棟の集合住宅の戸数の30％

まで、一戸建ての場合は一町内で250戸までに制限さ

れた 。liv

(c) 存続期間および取得後の利用

① 2005年住宅法・19号決議：存続期間は50年、

自己使用に限るものとされている。

② 2014年住宅法：存続期間は50年であるが、延

長が可能となった。自己使用のほか、第三者への賃貸

も可能となった。ただし、所轄機関に書面で事前に通

知し、かつ納税義務を履行しなければならないlv。

ii. 外資企業の住宅所有

(a) 取得要件

① 2005年住宅法・19号決議：投資法に基づい

てベトナムにおいて活動する非不動産業の外資企業

で、ベトナムの所轄当局から投資法上の投資証明書

特 集 :  外資誘致のためのベトナムの改 正投 資 法・企業法・不動産事業法・住宅法
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等の発給を受けた企業であって、従業員用の住宅の

購入を希望するものが対象とされている 。lvi

② 2014年住宅法：対象が、ベトナム投資法に

基づいて設立された外資企業のほか、外国企業の支

店、駐在事務所外国投資ファンド及びベトナムで活動

する外国銀行の支店にも、ベトナムにおける活動を許

可する書類が発行されていれば、住宅所有が認めら

れた 。lvii

(b) 取得できる住宅数

外国籍の個人についての規定と同様である。

(c) 存続期間および取得後の利用

外国組織については、改正前・後とも、外国籍個人

とは異なり、存続期間は企業の存続期間と同じとされ、

延長は認められていないlviii。また、改正前・後とも、自

己使用目的（社宅用）に限定され、第三者への賃貸は

認められていない 。lix

4.  今後 の展 望 及び課 題

(ア) 法律の施行と下位規範の制定

① ベトナムにおける従前の新法施行の実情

最近までベトナムでは、新しい法律が制定・施行さ

れたにもかかわらず、施行ガイドラインを定める政令が

制定されないため、実際の新法の運用に支障をきた

すという状況が見られた。たとえば、2012年に改正され

た労働法lxは2013 年7月1日から施行されたが、その下

位規範である政令・通達が同法施行以降に制定・施

行されている 。lxi

② 今後の運用

これに対し、2013年土地法lxiiとその施行政令はい

ずれも2014年7月1日に施行されている。本稿で取り

上げた4件の新しい法律については、本稿執筆現在

（2015年6月）、政令は未だ制定されておらず、また公

表されたドラフトも施行ガイドラインとしての明確さが十

分ではなく、施行日以降の運用に不安が残る。

(イ) 行政当局による解釈・運用の効率化・透明化

① 問題点

ベトナムの法令が行政当局により解釈・運用される

場合、法令に客観的に明確な要件が規定されていな

いため、行政当局の裁量が大きい点が問題とされる。

典型的な例として、2014年投資法は、外国投資家の

投資プロジェクトに対する投資登録証明書の発行の要

件として、法定の添付書類の提出を規定するのみでlxiii、

どのような基準で発行の可否が判断されるのかについ

ての規定を置いていない。これまでの運用を見ると、

申請後の手続きにおいて、例えば、プロジェクトへの

投資額に占める自己資本の割合が低い場合には、投

資プロジェクトの縮小あるいは自己資本額の増加を検

討するよう所轄当局から示唆されるなど、財務上の安

定性までチェックしていると見られるが、これらもすべ

て所轄当局の裁量の範囲内であると位置づけられて

いる。

② 今後の展望

従前指摘されてきた行政当局の裁量の問題につい

ては、本稿で取り上げた4件の新しい法律においても、

抜本的な解決が図られたとはいえない。日系企業を含

む外資企業は、商工会活動の重要な柱として、ベトナ

ム政府が主催するVietnam Business Forumや、二国

間の協議枠組みlxiv等を通じて、ベトナム政府に対する

法制度・行政活動の改善に関する提言を行っており、

今後もベトナム政府に対する働きかけを継続していく

必要がある。

iベトナムの主な法律の日本語訳はJICA（日本国際協力

機構）ウェブサイト「ベトナム六法」http://www.jica.go.jp/

project/vietnam/021/legal/index.htmlに掲載されている。

本稿で取り上げた4件の新法のうち、投資法・企業法・住宅

法は同サイトに日本語訳がある。

ベトナム政府ポータルには司法省の法令データベース

http://vbqppl.moj.gov.vn/があり、一部の法令は英訳も掲

載されているが、本稿の4件の新法は本稿執筆時未掲載で

ある。

ii法律No.67/2014/QH13、2014年11月26日国会承

認、2015年7月1日施行（「2014年投資法」）

iii法律No.68/2014/QH13、2014年11月26日国会承

認、2015年7月1日施行（「2014年企業法」）

iv法律No.65/2014/QH13、2014年11月25日国会承

認、2015年7月1日施行（「2014年住宅法」）

v法律No.66/2014/QH13、2014年11月25日国会承

認、2015年7月1日施行（「2014年企業法」）

vi法律No.58/2014/QH13、2014年11月20日国会承

認、2016年1月1日施行、ただし、外国人の社保加入に関す
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る規定は、2018年1月1日から施行される。

vii2013年憲法7条、70条

viii2001年から2010年における行政改革のマスタープログ

ラムに関する首相決議No. 136/2001/QD-TTg

ix2011年から2020年における行政改革のマスタープログラ

ムに関する政府決議No. 30c/NQ-CP

x国土交通省：不動産市場の開発販売状況及びその課題

  http://www.mlit.go.jp/common/001064544.pdf

xi以下、本稿執筆時点（2015年6月）に施行されている法

令を「現行」と記載した。

xii法律No.59/2005/QH11（「2005年投資法」）

xiii法律No. 52-L/C TN/DT(「1996年外国投資法」)

xiv法律No. 03/1998/QH10

xv2014年投資法12条、15条2項、16条1項、17条1項、39

条9項

xvi2005年投資法21条・26条

xvii2005年投資法50条

xviii2014年投資法36条1項

xix2014年投資法26条

xx2005年投資法45条ないし49条

xxi2014年投資法36条1項・2項

xxii2005年投資法11条2項

xxiii2014年投資法13条2項

xxiv2014年投資法42条

xxv法律No. 60/2005/QH11（「2005年企業法」）

xxvi国内の民間企業には旧企業法No.13/1999/QH10、国

営企業には国営企業法No.14/2003/QH11、外国企業・外

資企業には1996年外国投資法が、それぞれ適用されてい

た。

xxvii2005年企業法1条、2014年企業法1条

xxviii2005年企業法（4条22項）では国家が法定資本の50

％以上を所有する企業をいうが、2014年企業法（4条8項）

では、国家が法定資本の100％を所有する会社のみ「国営

企業」に該当するものと変更された。国営企業の企業形態

は、2005年企業法の下で、株式会社または一人有限会社に

移行し(166条)、2014年企業法では、1人有限会社の特殊な

形態（第4章）と規定されている。

xxix2005年企業法9条1項・22条・25条5項

xxx2014年企業法25条1項

xxxi2014年企業法29条

xxxii外資企業については、現行法と同様、投資法に基づく

投資登録証明書が発行され、新規事業を行うためには、事

業開始前に、投資登録証明書の変更手続きが必要となるた

め、企業法の事業範囲に関する改正による影響は実際上な

いといえる。

xxxiii2005年企業法52条2項、104条3項・5項

xxxiv国会決議No.71/2006/NQ-QH11附則、ベトナムの

WTO加盟に関する作業部会報告（WT/ACC/VNM/48）

xxxv2014年企業法60条3項・5項

xxxvi2014年企業法144条2項

xxxvii2005年企業法88条2項

xxxviii2014年企業法127条2項

xxxix2005年企業法46条・67条・74条・95条

xl2014年企業法13条2項・3項

xli政令No.36/2001/ND-CP、2005年企業法36条

xlii2014年企業法44条

xliii2005年投資法の「投資証明書」は、2014年投資法では

「投資登録証明書」に、また、2005年企業法の「営業登録証

明書」は2014年企業法では「企業登録証明書」に、それぞれ

名称が変更されている。

xliv2005年企業法20条

xlv2014年企業法22条4項・23条4項

xlvi2014年企業法48条2項・4項

xlvii不動産事業法No.63/2006/QH11（「2006年不動産事

業法」）

xlviii2006年不動産事業法10条1項

xlix2014年不動産事業法11条3項

lll現行法は、法律No.34/2009/QH11及び法律No. 

3 8/2009/QH12により改正された住宅に関する法律

No.50/2005/QH11（「2005年住宅法」）であり、外国人の住

宅所有に関しては、国会決議No.19/2008/QH12（「19号決

議」）がある。

li2005年住宅法125条

lii国会決議No.19/2008/QH12, 政令No.51/2009/ND-CP

liii2014年住宅法159条1項

liv2014年住宅法161条2項a

lv2014年住宅法161条2項a

lvi国会決議No 19/2008/QH12, 2条5項、3条2項

lvii2014年住宅法159条2項b, 160条2項

lviii19号国会決議4条2項、2014年住宅法161条2項d

lix2014年住宅法162条2項b

lx労働法No.10/2012/QH13

特 集 :  外資誘致のためのベトナムの改 正投 資 法・企業法・不動産事業法・住宅法
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東 南 アジ アの 水 環 境 問 題 と 膜 分 離 技 術 に よる

排 水 リサイクル の 可 能 性
MRC	Rensui 	Asia	P te. 	Ltd	
Manager, 	Business	Development

糸永　貴範

人口増加と生活環境の向上にともない今後も

水需要は世界各地で拡大することが予想される。

東 南 アジ ア地 域 に お い て も 経 済 成 長 に よ り水 需

要の拡大が予想され都市部・工業団地での水不

足がしばしば問題となっている。東南アジアの水

問題は、水量の確保もさることながら下水道の普

及率が低いため水源が汚染されている地域があ

り、発生源毎に水質の改善が求められている。膜

分離技術は既存技術と比較して、省スペース・高

品質な水が得られるので世界各地で採用が進ん

でいる。東南アジアにおいても膜分離技術を普及

させられる可能性が高く、既にシンガポールでは

海水淡水化や排水リサイクルに膜分離技術が導

入されている。著者は2012年5月にシンガポール

に赴任し、水処理膜販売を通じて東南アジアの都

市や様々な工場を訪問した。本報では、東南アジ

アにおける水環境問題と膜分離型排水リサイクル

の適用可能性について焦点をあてる。

東南アジアは高温多湿で世界平均よりも降水

量が多い。しかしながら、雨季には洪水被害、乾

季には水不足と量的問題が顕在化している。洪

水に関しては、雨水を排除する大規模なインフラ

投資が必要であるが資金難や地域的特性により

時間を要するため、ソフト面での被害軽減策が求

められる。乾季の水不足には湖沼・地下水などが

水源として活用されているが、一部地域では湖沼

に十分な水量の蓄えがなく、大都市地域では地

下水の取水制限もある(例えばバンコク、ジャカル

タなど)。また、乾季では水使用量の削減努力に

加えて、一度使用した水を再利用する排水リサイ

クルの必要性が東南アジアの都市部・工業団地

において高まっている。まずは、水使用量の多い

施設、例えば工場、商業施設、ホテル、病院など

から排水リサイクルの運用可能性があると考える。

東 南 ア ジ ア の 水 環 境 問 題 は 当 然 な が ら 一 括

に取り扱うことが出来ず国毎に課題がある。例え

ば シ ン ガ ポ ー ル は 、 マ レ ー シ ア か ら 多 く の 水 を

輸 入 し て い る が 政 府 間 合 意 が 終 了 す る 2 0 6 0 年

までに自国の水供給と消費のバランスをとるべく

課 題 解 決 に 取 り 組 ん で い る 。 シ ン ガ ポ ー ル は 世

界平均よりも多くの雨が国土に降り注ぐが、降っ

た雨は国土にとどめることができず海に流れてし

まう。シンガポール政府が着目している水源は、

海水淡水化や後述する排水リサイクルの再生水

(NEWate r )であり、水処理エンジ・素材メーカー

を積極的に誘致し、水コストを下げるべく研究開

１．はじめに

化学化学

２．東南アジアの水 環 境問題
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発から実証試験まで政府がサポートしている。

シンガポールのように高い生活水準の国では、

水道料金・下水道料金から上下水道のインフラ整

備を実施できるが、他の東南アジア地域では、資

金難から十分なインフラ整備が行われていない。

一部ODAなどの援助でインフラ整備が行われて

いるが、主に生活排水を処理する下水道の普及

率は、シンガポール・マレーシア以外では50％を

下回る。そのため未処理の生活排水が河川や地

下水へ流れ込み、水資源の汚染原因となってい

る 。 東 南 ア ジ ア の 大 都 市 を 流 れ る 小 さ な 河 川 で

は、大量の生活排水が河川へ流れ込み、河川底

部にはヘドロが形成され悪臭を漂わせている。こ

のような地域では、水系感染症のリスクも高いこと

が予想される。

東南アジアの都市部や各種工場では、河川や

湖沼の水質改善のため、放流基準を順守するこ

とが求められているが、コンプライアンスに厳しい

日系・外資系企業を除くと資金のある産業界でも

放流基準を満たせていない工場が稼働している。

まずは、水使用量の多い施設、工場・病院・ホテ

ル・ショッピングモールを対象として個別に排水を

適正に処理する必要がある。しかしながら敷地制

約が多い都市部において、これまでの排水処理

方式では放流基準を満足するための土地を十分

に確保できない場合が多い。また、古くからある

工場では、生産能力増強が行われてきたが、併

せて排水処理の能力増強も必要なケースが多く、

生産設備に優先して土地が利用されているため

排水処理設備を拡張するスペースが工場内にな

い。今後、工場・ホテルなどの分散型の排水処理

に求められる要件は、省スペース、排水リサイクル

がキーワードとして挙げられ、膜分離技術が課題

解決の可能性を秘めいている。

分離とは、気体・液体・固体の混合物から必要

とする成分を純粋に近い形で分離するプロセスで

あ る 。 膜 分 離 技 術 は 、 選 択 透 過 性 の あ る 各 種 膜

を用いて、混合物から目的とする成分を分離精製

する技術である。水系における膜分離技術は、こ

れまでの分離技術である蒸発・イオン交換・沈殿・

ろ過などの代替技術であり、膜のコスト低減とプロ

セスの最適化により既存技術からの置き換えが世

界各地で進んでいる。

水処理分野に使用される膜分離(図-1 )は、細

孔の小さい順に逆浸透(Reverse osmosis,  RO)、

ナノろ過(Nano f i l trat ion, NF)、限外ろ過(Ultra 

F i l t ra t ion ,　UF)、精密ろ過(Micro　Fi l t ra t ion , 

MF)の4つに大別される。RO膜は塩分などの低分

子領域の物質を分離することができ、ＮＦ膜は低

分子有機物、例えば色度成分の除去、UF膜は高

分子有機物、例えばタンパク質などの除去、MF

膜は除菌フィルターとして各種産業で用いられて

いる。水処理用途では濁質除去の観点からUF膜

とMF膜の機能に大きな差異はない。膜材質は有

機・無機の両方上市され、RO膜はポリアミド系の

樹脂、UF/MF膜は耐薬品性のあるフッ素系樹脂

が原料の主流であり、無機に関してはUF/MF膜

の分野で物理強度が高いセラミック膜の実用化も

進んでいる。膜の形状は大別して、シート状の平

膜と糸状の中空糸膜に分けられる。RO膜は、平

膜を海苔巻のように巻き上げたスパイラル構造を

し た 円 筒 の 膜 や 中 空 糸 膜 が 用 い ら れ て い る 。 浄

水分野では中空糸型のUF膜とMF膜、排水分野

には平膜・中空糸膜のUF膜とMF膜が主に用いら

れている。

これらの膜は、欧米・日本の化学・繊維メーカー

から市場に供給され、最近では桁外れな市場規

模を誇る中国から新興膜メーカーが東南アジア地

域に攻勢を仕掛けている。現状では中国膜の性

能は欧米や日系のメーカーと比べて見劣りするが

数年後には品質も向上し、さらなる競争激化が予

想される。日系メーカーが市場で生き残るには、

３．膜分離 技 術
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価格も含めた膜性能向上のみならず、プラスアル

ファ技術・商材の組み合わせなど市場にマッチし

た付加価値の高い製品・技術の提供が必要であ

る。

シンガポールでは海水淡水化やNEWaterプラ

ントの前処理にUF膜やMF膜、後段にRO膜が用

い ら れ て い る 。 R O 膜 は ど ち ら か と 言 え ば 繊 細 な

膜であるため、薬品洗浄の頻度を下げる目的で

前処理に 砂ろ 過やU F/MF膜に よ る膜分離が 用

いられる。シンガポールの下水処理設備は水再

生プラントと呼ばれ、後述する膜分離活性汚泥法

が導入されており、UF/MF膜を通した処理水が

NEWaterプラントへの供給水、あるいは工業用水

として利用されている。

海 水 淡 水 化 や 排 水 リ サ イ ク ル の 技 術 は 、 そ れ

ぞれに一長一短あり海水淡水化技術を他の東南

アジア地域に適用する場合、造水コストが高いた

め、水価格が著しく高い離島を除くと採算が合わ

ない。また、海水を真水と濃縮された海水に分け

るため、塩分濃度の高い濃縮された海水を放流

する際には、環境・漁業面への影響など細心の注

意が必要である。一方、排水リサイクルは、海水

淡水化と比べて水コストが安く、処理方式によっ

ては飲料水よりも高い品質の水を供給することが

できる。しかし、排水を原水としていることから悪

いイメージや宗教的な面から、生活用水として人

々から受け入れがたいことが予想される。現状、

排水リサイクルはたとえば修景水やトイレのフラッ

シング水などの非飲用系へ適用可能であり、産業

用 途 の ハ イ グ レ ー ド 向 け に は プ ロ セ ス 水 、 ボ イ

ラ ー、冷却塔などへ適用可能であり膜分離技術

の普及が期待される。

およそ100年間、生活系・産業系問わず有機物

を含む排水を処理する際には、大部分が微生物・

細菌を用いた活性汚泥法と呼ばれる処理が用い

られてきた。活性汚泥法は、図-2のように微生物

槽と沈殿槽から構成され、微生物槽では排水に

含まれる有機物・窒素などが細菌のエサとなり消

費される過程で排水が浄化される。この微生物・

細菌の塊を活性のある汚泥と表現し、続いて沈殿

槽にて重力沈降により活性汚泥を沈降分離させ、

その上澄みが処理水として得られる。この処理方

式では、沈殿槽の管理が十分行き届いていない

場合や工場の増強などにより排水の有機物負荷

が設計値より高い場合において、汚泥が沈殿槽

で完全に分離されず一部が処理水に混入し、水

質が悪化するケースが見受けられる。

膜 分 離 活 性 汚 泥 法 は 沈 殿 槽 の 代 替 に 膜 を 用

いて、汚泥と水とを分離する方式である。図-3の

ように膜の表面には無数の微細孔が開いており、

汚泥中の微生物などが膜表面で阻止され、大腸

菌や濁質成分を全く含まない高品質の水が得ら

れる。また、活性汚泥法では重力沈殿の限界か

ら 、 微 生 物 槽 の 細 菌 濃 度 を 上 げ る こ と が で き な

い。一方、膜分離活性汚泥法では、膜孔径が細

菌より小さいため、2-3倍程度、高濃度に細菌を

微生物槽に保持することが可能であり、その分、

微生物槽をコンパクトに設計することができる。さ

らに沈殿槽は処理に時間を要するが、膜分離は

短時間で処理水と汚泥を分離することができ、活

性汚泥法と比較して50％以上の省スペース化が

可能である。

膜 分 離 活 性 汚 泥 法 で は 、 大 腸 菌 や 濁 質 成 分

を 全 く 含 ま な い 処 理 水 が 得 ら れ る た め 、 ガ ー デ

ニ ン グ や ト イ レ の 洗 浄 水 に 直 接 再 利 用 可 能 で あ

る 。 さ ら に は 後 段 に R O 膜 を 組 み 合 わ せ る こ と に

よって、純水に近い水が得られ、シンガポールの

NEWaterプラントにも導入が期待されている。特

に産業分野では、再生水が純水製造の原水、冷

却塔、ボイラーなどへ利用可能であり、排水処理

４．膜分離活 性汚 泥法
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と再利用が同時に可能である膜分離活性汚泥法

とROの組み合わせは今後ますます需要が拡大す

ると予想する。

①シンガポールでの膜分離活性汚泥法の事例

シンガポールで採用されている膜分離活性汚

泥 法 は 、 公 共 案 件 と 産 業 排 水 に 分 け ら れ る 。 公

共案件は政府主導で進められ、生活排水・各種

工場・商業施設などの都市の排水処理を担って

おり、チャンギ、ウルパンダン、ジュロンの水再生

プラントに膜分離活性汚泥法が導入されている。

シ ン ガ ポ ー ル に お け る 膜 分 離 活 性 汚 泥 法 の 普

及 率 は 、 2 0 1 5 年 現 在 排 水 処 理 の う ち の 1 0 ％ 以

下程度である。膜分離活性汚泥法の処理水は、

再 利 用 水 と し て 工 場 や N E W a t e r 施 設 へ の 供 給

水として使用されている。現在のNEWaterプラン

トには大部分、活性汚泥法の処理水が供給され

ており、NEWate rプラントではUF/MF膜とRO膜

が使用されている(最後に紫外線殺菌)。将来の

NEWaterプラントは膜分離活性汚泥法とRO膜を

組み合わせたシンプルなプロセスとなる可能性が

高く、西部に膜分離活性汚泥法を使用した大規

模な水再生プラントの建設計画がある。産業排水

についてはジュロン島の工場やシンガポール島

内の工場で膜分離活性汚泥法が稼働している。

シンガポールのような土地価格が非常に高いケー

スにおいて、投資コストを抑えるため省スペース

型の膜分離活性汚泥法が有効である。

②ミャンマーのコンドミニアム向け膜分離活性

汚泥法

ヤンゴン郊外には外資系の高級コンドミニアム

が多数建設されている。コンドミニアムには排水

処理として活性汚泥法が導入されていたが、コン

ドミニアム増設にともない排水量が2倍に増大し、

排水処理設備の拡張が必要となった。運営会社

に は ① 既 設 と 同 等 の 活 性 汚 泥 処 理 設 備 を 建 設

する、②既設の活性汚泥法を膜分離活性汚泥法

に改造する二つの選択肢があっ た。試算した結

果、②のケースでは、土木工事・拡張用の土地が

不要であり、膜を既設の微生物槽に浸漬させる機

械工事のみで処理水を2倍に増やすことができ、

コストメリットがある膜分離活性汚泥法の導入が決

まった。通常、ヤンゴン市内は地下水資源が豊富

にあるが、この地域は海に面しているため十分に

地下水を利用できない。現在、膜分離活性汚泥

法の処理水はコンドミニアムが所有するゴルフ場

や緑地へのガーデニングに再利用されている。

③ベトナムのホテル向け膜分離活性汚泥法

ホーチミン市に2007年以前に建設されたホテ

ル に は 、 厳 し い 放 流 基 準 が 適 用 さ れ て い な か っ

た。ホテルには汚水を貯留するタンクと腐敗槽と

よばれるタンクのみでほとんど未処理で放流され

ていた。2008年に排水の放流基準が改定され日

本と同等、あるいはそれ以上の水質項目の基準

値が設けられた。放流基準順守に一定の期間を

与えられた某ホテルは地下駐車場の一部を排水

処理に充てようと考えていたが、基準値を満たす

ためには、活性汚泥法では非常に多くの土地が

必要となった。2009年にホテル側は地下駐車場

の一部を活用して膜分離活性汚泥法の導入を決

定した。膜分離活性汚泥法の稼働後、放流基準

値をはるかに下回る高品質な処理水が得られた

ため、その処理水をトイレのフラッシングやガーデ

ニングに使用し、水使用量の大幅な削減につな

がった。このホテルでは、排水リサイクルの結果、

水道料金が節約でき、膜分離活性汚泥法の導入

コストを3年で回収できた。

５．東南アジアにおける膜分離活 性汚 泥法

      のケーススタディ
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東南アジアは今後も成長が期待される経済圏

であり、水需要も増大すると予想される。大都市

の 水量水質の 確保に は、大型の イ ン フラ投資が

必要であり、また既存の工場や商業施設向けに

は分散型の排水リサイクルを備えた水処理設備

が望ましい。膜分離技術は、浄水・排水問わず、

省 ス ペ ー ス 、 高 品 質 な 水 質 、 自 動 運 転 な ど 既 存

法と比べて利点が多く、都市部や工業団地での

排水リサイクルに適している。特に膜分離活性汚

泥 法 は 単 な る 排 水 処 理 に 留 ま ら ず 、 排 水 か ら 水

資源を造り出すことができる技術である。膜分離

の心臓部である膜を製造するメーカーは、欧米・

日系問わずマーケットの開拓に凌ぎを削ってきた

が、今後は台頭する中国メーカーとの競争も激化

する。日本の製品・技術は、高品質である一方、

東南アジアでは価格が高く折り合いがつかないケー

スも見受けられる。事業拡大には市場に適応する

製品・技術を適正価格で供給できる体制構築が

重要であり、体制構築には人の順応さらには事業

の現地化が必須であると考える。

６．おわりに

業界ぷらす１
「化学」： 東南アジアの水環境問題と膜分離技術による排水リサイクルの可能性
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6月 JCCIイベント写真

JCCI 6月イベント写真

5月25日　

ケミカル会・第二工業部会共催
「デュポンに学ぶプラント運営セミナー」

5月29日　

観 光・流 通・サービス部会
新 任者・新加盟企業歓 迎会

6月5日　

第1工業部会 懇親ゴルフ
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6月8日　

理事会

6月22日　

ケミカル会・第二工業部会共催
6月度講 演会・懇親会

西尾幸恭様　

林裕之様　河原畑敏幸様　

6月23日　

観 光・流 通・サービス部会
懇親ゴルフ
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6月18日　第1・2・3工業部会共催　工業部会 合同懇親会
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１．「第23回　懇親ゴルフ大会」を開催しました　　

春・秋の年2回開催の懇親ゴルフ大会を、2015年3月4日（水）に神奈川県の本厚木カンツリークラブにて開催しまし

た。参加者は42名で、チン・シアットユーン大使、ウィリアム・タン首席公使、コリン・コー公使にもご参加いただきま

した。前日深夜から早朝にかけて小雨が降りましたが、ティーオフの頃には薄日が差し始め後半のラウンドでは青空

の下、紅梅白梅の咲き誇るコースを楽しみながら全員完走しました。シンガポール大使館からタイガービールやシン

ガポールグッズの賞品をご提供いただき、シンガポール航空からは日本～シンガポール間の 往復航空券、協賛の企

業や協会役員からも多数賞品をご提供いただきパーティも盛り上がりました。

2．JCCI 派遣留学生　リム・フイミンさんが事務局をご来訪されました　　　　　　　　

2014年9月9日に来日された  リム・フイミンさん（Ms. Hui Min

 LIM）さんは、大分県のAPU（立命館アジアパシフィック大学）

で留学生活を送られています。春休みを利用して上京されたのを

機に、2015年3月13日に事務局をご来訪されました。今回の旅行

では、広島・神戸・京都・東京の各地を訪れ、名所旧跡や食事を

愉しまれています。日本のレストランやコンビニ店の店員の丁寧な

挨拶や行き届いたやサービスが特に気に入っているそうです。また、

神戸では携帯電話を置き忘れたことに気づき、2時間後に戻ってきたらその場にあったことに感激した、などエピソー

ドを聞かせてくれました。寒さは少し苦手ということですが、郊外に行くと田園風景広がる別府での生活を楽しま

れ、今年7月末までの留学期間中に見聞を広めていただきたいものです。皆さんもあたたかいエールをお願いします。

　

≪日本シンガポール協会のイベントをご紹介します≫
　

日本シンガポール協会便り27
	  	  

	  	  

	   	  



 ≪ 6月度　活動報告 ≫

ケミカル会・第二工業部会共催「デュポンに学ぶプラント運営セミナー：

安全性向上や効率化を実現するソフトアプローチを用いた先端ソリューション」

　5月25日（月）、米化学企業のデュポン社から講師をお招きし、プラント運営における安全面や効率化の向上に関するセミ
ナーを開催しました。全部会員が参加可能なセミナーであった為、化学系企業に限らず幅広い業種より計38名の方にご参加
いただきました。セミナー後は懇親会も開催し、参加者同士や講師との交流を深める良い機会となりました。

観光・流通・サービス部会　新任者・新加盟企業歓迎会

　5月29日、Lee Kui(Ah Hoi)Restaurantにて昨年同様歓迎会を行い、48名の部会員の皆様にご参加いただきました。ちょ
うど春から赴任となった方も多く、新旧部会員の親睦を深める良い機会となりました。最後は、6月末にて帰任されるシンガ
ポール味の素の林監事と日本航空の河原畑理事からもご挨拶いただき、これまで部会長・副部会長として当部会を率いてい
ただいたお二人に、参加者より惜しみない拍手が送られました。

第1・2・3工業部会共催「工業部会合同懇親会」

　6月18日（木）に、工業部会合同の懇親会を開催しました。当日は40名を越える会員の皆様にご参加を頂き、新任者・新規
ご入会企業様だけではなく、旧来の会員の皆様にも、業界を超えた交流を頂きました。部会長によるくじ引きで6名の方に簡
単な自己紹介を頂くなど、アットホームな雰囲気で盛り上がりました。

≪ 2015年7月　行事予定 ≫     

開 催 日 開催区分 イベント名 時間・場所

7月1日（水） 部会

第3工業部会、金融・保険部会、

貿易部会、運輸・通信部会合同講演会　

“Cyber Security” –

 from Helpdesk concerns  to Board Room concerns

11:00-14:00

日本人会

7月10日（金）
会員サービス

委員会

会員勉強会

JCCI Workshop Understand the True Heart of Japanese Manegers

13:00-17:00

TKP Conference Center

7月11日（土） 部会 貿易部会/運輸・通信部会懇親ゴルフ

8:00-15:00

Laguna National Golf and 

Country Club

7月14日（火） 理事会
7月度運営担当理事会

第541回理事会

11:30-12:14

12:15-14:00

日本人会

7月14日（火）
会員サービス

委員会

7月度会員講演会

「ライフプランニング・相続」

16:00-18:00

日本人会

7月23日（木）
会員サービス

委員会

会員勉強会

「半日で分かる！シンガポールにおける採用の手続き＆従業員税

務の基礎「まるわかり」講座」

13:00-17:00

Maxwell Chambers

7月25日（土） 部会 金融・保険部会懇親ゴルフ

8:00-15:00

Laguna National Golf and 

Country Club
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＜編集後記＞

東南アジア地域の友好、理解、平和と、オリンピック・ムーブメントの振興を目的として開催される、スポーツの祭典「SEA　Games　2015」が 
2015年6月5日から16日までシンガポールで開催されています。28回目となる今大会の舞台は、この夏に独立50周年を迎えるシンガポールです。 

シンガポールでの開催は、1973年、1983年、1993年に続き今回で4回目となります。日本ではあまりなじみの無いこの大会ですが、街中では 
各国の国名が入ったジャージを着た選手やコーチ、関係者の姿をたくさんみかけますし、この大会に合わせてシンガポールを訪問する観光客も多
く、開催期間中はホテル予約が難しくなるほどの盛り上がりです。 

大会は東南アジアの国11カ国から凡そ7000名の選手が参加し、36種の競技、全402種目から構成されますが、私はその中でも猫ひろしさんが 
カンボジア代表として参加するマラソン、熱狂的なファンが多いサッカーの他、東南アジア大会ならではの競技、「ドラゴンボート」に注目しています。 

さて月報７月号は、シンガポールや東南アジアのテーマを集めた特集記事４本と、「化学」をテーマにした業界プラス１からなる合計５本の記事 
を掲載させていただきました。お忙しいスケジュールの合間を縫ってご執筆くださった皆様に、この場をお借りして、心からお礼申し上げます。

                                                                                                                            （三菱化学シンガポール　國井大輔）

＜7月号担当　広報委員紹介＞

○名前 國井 大輔
○出身 大阪府門真市
○在星歴 2012年3月より3年3ヶ月
○会社名 三菱化学シンガポール
○仕事内容 人事
○趣味　サッカー（シンガポール人のチームで毎週日曜日プレイ）、
マラソン（2012年、2014年シンガポールマラソン参加）
○シンガポールのお気に入り 
RiverVa l l ey沿いをRunn ingすること、夕暮れ時に外で冷たいビー
ルを飲むこと、Rooftop Barからの夜景、暑い中サッカーをした後
100plusのRedBul l割りを飲むこと、ムスタファセンター、Botanic 
Garden、会社近くのバクテー、Steam Boat、Rot i Prata、Fish 
Head Curry
○月報読者の皆様へ 
　普段皆さんが疑問に思っていること、知りたいと思っていることに
お答え出来るような編集を心掛けたいと考えています。 

○名前：竹腰 雄二
○在星歴：2011年2月より4年4ヶ月
○会社名：三菱東京UFJ銀行
○仕事内容：産業調査
○趣味：旅行（連休毎に周辺国に出掛けてリフレッシュしています）、
音楽鑑賞（レコードを数千枚所有）、ジムでのトレーニング（デスクワー
クが多いため、日頃から体を動かすよう努めています）
○シンガポールのお気に入り：文化の多様性（食事・建造物等）、温暖
な気候（日本在住時に比べて風邪をひきにくくなりました）、周辺国へ
のアクセスの容易さ（空港の利便性など）
○月報読者の皆様へ：幅広い読者の皆様の役に立つテーマ選定と分
かりやすい解説を心掛けたいと思います。

（左：國井様、右：竹腰様)
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